（様式1）
新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）事業
　　　川本町宿泊業立地可能性調査業務　参加表明書
令和　　年　　月　　日
川　本　町　長　様
（単独法人またはコンソーシアム代表者）
主たる事務所の所在地
団体の名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（連絡担当者）

職・氏名

連絡先
この業務の企画提案に参加したいので、関係資料を提出します。
1．提案者の概要
	単独法人またはコンソーシアム代表者
	法人名・代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	
	業種・営業種目
	

	コンソーシアム構成員
	法人名・代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	
	業種・営業種目
	


【添付資料（各1部添付してください）】

・島根県内に事業所を有する者：県税等に関する納税証明書（発行後3ヶ月以内のもの、原本）

・島根県内に事務所を有しない者（島根県及び川本町に納税義務のない者）：本店が所在する都道府県法人事業税に滞納がないことの証明書（発行後3ヶ月以内のもの、原本）

・税務署が発行する消費税及び地方消費税に関する納税証明書（発行後3ヶ月以内のもの、原本）

　※納税証明書について、コンソーシアムによる参加の場合は、構成員すべての納税証明書を添付してください。

・コンソーシアムによる参加の場合は、コンソーシアム協定書の写し

・過去の類似事業実績（様式自由・同規模程度の実績があれば優先的に添付）

・会社等組織概要（会社案内、要覧、定款等）

（様式2）
宣　　誓　　書
　川本町宿泊業立地可能性調査業務に係る応募申請を行うにあたり、下記に記載した事項は真実に相違ありません。
令和　　年　　月　　日
団体の名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　印
記
川本町宿泊業立地可能性調査業務企画提案説明書「6．応募資格」を満たしており、相違はありません。
（様式3）

　　　　


（コンソーシアムの場合はすべての構成法人又は個人名を記載してください）

【記載についての留意事項】

※記載欄は適宜追加してください。
1．業務処理体制
	提案者

	（コンソーシアムの場合は以下のとおり記載してください）

代表提案者

提案者

提案者

提案者


	職種
	担当者
	所属
	経験年数
	主な業務経歴

	
	
	
	
	


①職種欄は、営業、技術者など当該業務に関わるすべての方を記載してください。

②所属欄は、自社か外部発注か分かるように記載し、自社の場合は「自社」（コンソーシアムの場合は会社名）、外部発注の場合は「外部発注」と記載してください。
2　提案内容
	（1）年間を通した宿泊需要の「見える化」

	　※仕様書6 (1)①ア～カに定める事項に対する提案を具体的に記載してください。


	（2）新たな宿泊業立地の可能性分析等

	※仕様書6 (1)②ア～ウに定める事項に対する提案を具体的に記載してください。



	（3）その他の調査項目（企画提案）

	※自由提案をする場合、自社の有する専門性等、提案の具体的根拠になる書類があれば提出してください。

※必要に応じて絵コンテ等を添付しても構いません。


3．スケジュール計画

	　※提案事業の実施にかかる一連の業務の流れが分かるよう記載してください。


4．類似事業についての実績の有無

	　※実施年度、事業名、事業概要、契約額（千円、税込）、発注者等を記載してください

　※過去に制作した実績があればデータ又は過去に制作した実績を見ることができるウェブサイトのURL等を別紙（様式任意）により提出してください。


（様式4）
見　積　書
　川本町宿泊業立地可能性調査業務について、下記のとおり見積書を提出します。
令和　　年　　月　　日
川　本　町　長　様
主たる事務所の所在地
団体の名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
見積金額　　　　　　　　　　　　　円
ただし、消費税及び地方消費税を含む。
　　　　　　　　　　　※見積金額の内訳書及び算出根拠を別様で示すこと。（様式自由）
（様式5）
役員等に関する調書
	
	申請団体名
	
	

	
	役職名
	氏名（ふりがな）
	生年月日
	住所・経歴
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注1）法人の場合は、その法人の登記事項証明書に記載されている役員全員について記載すること。
注2）記載しきれない場合は、複数枚作成すること。
（様式6）
申　立　書
令和　　年　　月　　日
団体の名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
　川本町宿泊業立地可能性調査業務の申請に係る提出書類について、下記のとおり申し立てます。
記
　以下の提出書類についての該当はありません。
　（該当のない書類の名称）
　（該当のない理由）
（様式7）
質　問　書
	
	申請団体名
	
	

	
	作成者氏名
	
	

	
	
	
	

	
	電話及びFAX番号
	　電話　　　　　　　　　　　／FAX
	

	
	質問内容
	

	
	
	





新しい地方経済・生活環境創生交付金(第２世代交付金)事業


川本町宿泊業立地可能性調査業務　企画提案書








提案者









